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【情報の発信と交流】

を通じた水産利用加工分野のSEAFDEC
国際技術協力について

岡﨑惠美子

１．SEAFDECとは

SEAFDEC, Southeast東南アジア漁業開発センター(

)は，東南アジアAsian Fisheries Development Center
海域における漁業開発の促進に寄与することをを目的と

して， 年に設立された水産分野の地域協力国際機1967
関である。 （ （訓練部局 ，タTD Training Department ）

イ ， ( (養殖部局) フィリ） AQD Aquaculture Department ,
MFRDMD Marine Fishery Resourcesピ ン ) ， (

(海洋水産Development and Management Department
, MFRD Marine資源開発管理部局) マレーシア ， (）

(海洋水産調査部局 ：Fisheries Research Department ）

利用加工部門，シンガポール）の４つの部局が設置され

ている。水産資源の合理的な開発と有効な利用を目指し

て，漁労，漁具漁法，漁場調査，資源評価，水産加工，

養殖技術開発・改良など幅広い分野にわたって，訓練，

調査，情報普及などの諸活動を行っている。

著者は 技術協力委員会の利用加工部門の委SEAFDEC
員として 年 月に利用加工の専門部局であるシン2003 10
ガポールの を訪問し， の活動についてのMFRD MFRD

SEAFDEC MFRD調査を行ったので，ここでは ならびに

の概要について紹介する。

２．SEAFDEC技術協力委員会設立の背景

すでに述べたように， は水産技術研究・開SEAFDEC
発のための総合的な国際機関であり，世界的にもユニー

クな存在である。日本は 年の 設立以来，1967 SEAFDEC
資金的，人的，技術的な協力を一貫して続けてきた。し

かし近年になり，従来 への技術協力に重要なSEAFDEC
役割を果たしてきた 予算の大幅な縮小とともに，ODA
日本人専門家の 派遣も著しく削減されることSEAFDEC
となり，日本の に対する技術支援の存続が危SEAFDEC
ぶまれる状況となってきた。

一方，近年の国際情勢の変化のなかで，東南アジア諸

国との連携の必要性は一層強まってきている。たとえば

日本は東南アジアからの水産物輸入国として，域内各国

の水産業発展に多大な影響を与えており，域内の持続可

能な水産業振興に多大な責任を有している。 各ASEAN
国は への輸出に関して， から残留抗生物質や重EU EU
金属の含有量を理由として輸出差し止めを課されるケー

スがあるが，東南アジア各国において水産物の安全性確

保に関する活動が適切に行われれば，我が国国民にとっ

（ ）事務局 タイ
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図 組織の概略SEAFDEC

てもメリットは非常に大きい。そのためには安全性に関

わる検査技術の向上や，統一検査基準に基づく各国研究

所等の検査態勢の確立や政策連携をすすめていかなくて

はならない。

また， は東南アジア地域における漁業・養SEAFDEC
殖業に関する情報発信地としての役割は大きい。地球的

SEAFDECな環境問題，資源問題が重要度を増す昨今，

の活動を通じて持続可能な開発に関する考え方を東南ア

ジア各国に浸透させ，この海域において持続可能な漁業

生産を実践していくことは今後の重要な課題である。

技術協力委員会の役割

以上のような背景のなか， 設立当時から技SEAFDEC
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術的支援を続けてきたわが国としては，今後も継続的か

つ効果的な支援を行うことによって相互のより一層の協

力体制を構築することが重要であるとの認識に立ち，そ

の方策のひとつとして，各種技術支援や研究協力の窓口

となる「国内技術協力委員会」を，水産庁が 年か2003
9 SEAFDECら新たに立ち上げた 各分野の 名の委員は。 ，

部局を直接訪問して意見交換を行い，今後 がSEAFDEC
取り組むべき課題などについて明示していく任務をも

2003 10つ。著者は利用加工部門の支援委員として， 年

MFRD月に利用加工の専門部局であるシンガポールの

を訪問し， の活動についての調査を行った。現MFRD
地スタッフとの直接的なやりとりを通じ，今後の研究交

流の重要性を痛感した次第である。

３．MFRDの活動概要

は の下部組織である４つの専門部局MFRD SEAFDEC
のひとつとして，水産物の利用加工に関する諸活動を行

SEAFDEC 1969っている部局であり， 設立協定署名後の

年にシンガポールに設立された。 の設立当初は，MFRD
水産生物資源の調査を専門に行っていたが， 年に1974

所属船チャンギ号がミャンマー海軍によって拿MFRD
捕され所属船を失ったため，資源評価を実施することが

できなくなった。その後はシンガポール政府の強い要望

により水産加工に関する調査・開発の活動内容に変更さ

れ，現在に至っている。 年代当時は東南アジア海1970
域の総漁獲量のうち が漁獲対象外の混獲魚であり，70%
そのほとんどが海上投棄されていたといわれている。こ

のような水産資源の大量投棄がなされるなかでポストハ

ーベスト技術の向上，廃棄魚の利用開発，水産加工産業

の質向上の必要性が高まっていたことがその背景にあっ

たといえる。

以上のように， は設立初期から大量廃棄魚のMFRD
有効活用を目的として加工技術開発，食品品質管理技術

の開発を主な活動として，これら成果の域内各国への情

報伝達と技術移転を通じ，各国の水産加工業の発展に寄

与してきた。すなわち の活動は製品開発，品質MFRD
管理技術開発，および技術移転の３つの柱を中心に進め

られている。予算面からみると，経常研究費，日本の水

産庁によるトラストファンドと 会議ASEAN-SEAFDEC
で可決された「アセアン地域における食料安全供給のた

めの継続的漁業活動に関する決議案」に基づく特別５カ

年計画（ ）の事業費によって活Special 5-year Program
動が運営されている。

水産加工と製品開発

では生鮮原料の品質改善，冷凍すり身製造技MFRD
術を導入することにより，それまで海上投棄されていた

混獲漁獲物の効率的利用を推進し，水産加工業界の新た

な可能性を見出した。 年代初期には， は研1980 MFRD

修プログラムを通して冷凍すり身技術を東南アジア海域

の水産加工業者に紹介した。その結果，すり身加工工場

の創業が可能となり，冷凍すり身の広域的生産が行われ

るようになった。

漁獲物の品質・安全の確保

東南アジア諸国地域の水産加工業をサポートするた

め，水産物の適切な衛生管理や取り扱いの普及を図ると

ともに，水産食品の安全性に関連し，重金属の含有量，

ホルマリン等の化学残留物質等の調査も行ってきた。近

年ではとくに，水産物の品質基準や安全性評価手法を確

立し 加盟国に普及させるための活動に取り組SEAFDEC
んでいる。

技術移転

は東南アジア地域の水産加工産業の品質向上MFRD
・発展を目指した様々な政策を実施している。これまで

に，水産物の安全性に関するシンガポール・カナダ第三

国研修プログラム，水産加工と包装技術に関する地域研

HACCP修コース，東南アジアの水産加工産業における

の適用に関する特別研修プログラムやワークショップな

どの研修コース・セミナー等を主催し，これらの諸活動

を通じて各国への技術移転・普及を目指している。

４．MFRDの組織

の組織は部局長の下に つの部門，すなわち水MFRD 3
産情報・研修部門，水産加工技術部門，および水産品質

管理部門から構成されている。職員数は各部門 名で5~6
構成され，総勢 名弱で運営されている。これまで，20
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部局長の下に日本人専門家が次長として配置され，

MFRD 2002 7 ODAの活動を支援してきたが， 年 月からは

予算の減少等のため次長及び日本人専門家の派遣は停止

している。

の職員はシンガポール準政府機関である農畜MFRD
産食品局（ ＆ ）Agri-food Veterinary Authority, AVA

， 。から派遣されており 給与は より支給されているAVA
は設立から 年 月まで，チャンギ空港の近MFRD 1999 10

郊にある英国海軍の漁業訓練センター施設を使用してい

たが，シンガポール政府によって建設された新しい施設

に 年 月に移転し， 年 月に正式なオープン1999 10 2001 3
セレモニーが行われた。新施設は，旧施設とは正反対の

シンガポールの西側に位置する，政府によって建設中の

リムチュカンのバイオパーク内に存在している。

写真 MFRDの旧施設（上）と新施設(下)

実験施設には種々の機器類も整備され，種々の研修会

を通じた域内の技術支援活動に活用されている。とくに

東南アジア域内での水産物加工（冷凍すり身，ちくわ，

フィッシュボールなどの練り製品類，乾製品，揚げ物，

レトルト食品，発酵食品など）の製造に必要な基本的な

機器類は充実している。また，近年の食品の安全・安心

に関わる各種分析機器類も基本的なものはほぼ整備され

ている（高速液体クロマトグラフ( )，原子吸光光HPLC
度計( )，ガスクロマトグラフ( )， 分光光AAS GC UV/VIS

， ，度計 誘導結合光周波プラズマ発光光度計( )ICP-OES
ガスクロマトグラフ質量分析計( )など 。図書室GC-MS ）

の資料類もかなり充実し，約 名を収容することがで100
きる講演会場や会議室もある。

５．日本によるこれまでの協力と，今後の協力に対する

MFRDからの要望

に対する日本からの支援は， 年に活動内MFRD 1978
， ，容を水産加工分野へと変更してから 長期専門家 名25

短期専門家 名の派遣を を通じて行ってきた。長15 JICA
期専門家の技術内容別に総派遣人数と総派遣年数を見る

と，水産加工技術は 名（延べ 年 ，品質管理保持技6 21 ）

術は 名（延べ 年 ，冷凍技術は 名（延べ 年 ，食7 10 6 10） ）

品包装技術は 名（延べ 年）となっており，水産加工1 3
技術を重点的に支援してきたことがわかる。次長職への

支援は 年間に 名の派遣を行ってきた。 年までは15 5 1998
次長職のほかに日本人の長期専門家が各年度ごとに ～2
名が滞在していたが， 年以降は次長のみが長期専4 1998
門家として滞在し，現地の要請に基づいた技術支援を短

期専門家を通じて行うように転換された。最近の短期専

門家による技術支援については下記のとおりである。

年： （危害分析重点管理点監視）ならびに1999 HACCP
(適正研究所規範)システムの導入GLP

年：水産乾製品の品質改良技術移転，水産物中の2000
ビタミン含量測定法の確立

年：魚の発酵食品製造技術の確立，液体クロマト2001
グラフィーによるアミノ酸分析技術の確立

年：水産物中の残留農薬分析技術の確立2002

日本人専門家によって 職員（カウンターパーMFRD
ト）に対する技術移転がなされた後，今度はこれらのカ

ウンターパートが指導者となり，研修会を通じて

。 ，SEAFDEC各国への技術移転を実施してきた すなわち

日本による技術指導の波及効果は の全域に及SEAFDEC
んでいることになる。

からは， 年における短期・長期研修ならMFRD 2004
びに日本からの専門家派遣に関する要望として，とくに

食品の安全性や未利用資源の高度利用に関する課題が提

示されており，現在はこれらの要望に対する対応につい

て関係機関との調整を進めているところである。

６．利用加工分野におけるSEAFDEC諸国の要望

年にベトナムで開催された 主催の会2003 SEAFDEC
合において，域内各国の水産資源関係者とともに利用加

工関係者も参集した。関係各国の要望に関する情報収集

のために，各国代表者にアンケート用紙を配布し，会議

期間中に回収した。小規模の調査ではあったが，得られ

た回答は域内の傾向を反映しており，また各国の提示し

た問題やその解決方策は， が取り組もうとしてMFRD
いる課題とほぼ一致していた。各国の抱える問題として

目立っていたのは浮魚類などの未利用資源の高度利用や

そのための加工技術開発，及び品質や安全性の確保であ
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り，日本からの協力として，分析技術等に関する研修の

実施が期待されていることが示された。関係機関の訪問

や共同研究を要望する声もあった。以下に取りまとめた

アンケート結果の概略を記した。

■アンケート回答者

シンガポール：ＭＦＲＤ職員

フィリピン：政府の研究機関職員

タイ：政府の検査機関職員

インドネシア：政府の検査機関職員

ブルネイ：政府の研究機関職員

マレイシア：政府機関，企画部門職員

■水産物利用加工上の問題点

・ポストハーベストロス対策， ，漁獲後処理のGMP/SSOP
熟練（フィリピン）

・生鮮原料の品質保持，原料不足対策，小規模製造業者によ

る加工品品質のばらつき問題，新製品加工開発技術の欠如

（タイ）

・生鮮原料の品質保持，季節変動対策，漁業生産者と加工業

者の連携不足，製品品質の分析技術の欠如（マレイシア）

・漁獲から市場に至る流通における品質保持，中小企業にお

ける品質管理の悪さ，中小企業向けの付加価値向上のため

の加工技術，エビ漁獲における混獲魚の有効利用（インド

ネシア）

・生鮮魚介類，流通，加工技術，加工品品質欠如(ベトナム)

・未利用の浮魚類の加工（ブルネイ）

■問題解決のために必要な研究分野

・品質基準の策定，水産加工廃棄物の高付加価値化による有

効利用（フィリピン）

・新製品加工開発，加工品包装技術，加工品のシェルフライ

フ安定化（タイ）

・加工品のシェルフライフ，漁獲後の処理技術，消費者教育

（マレイシア）

・氷，アイスボックス，冷蔵庫などの使用による生鮮魚介類

のシェルフライフ延長，有機食品の保存性向上，高付加価

値食品の加工技術移転，エビ漁獲における混獲魚の種類の

把握（インドネシア）

・加工工程，製品化のための技術向上（ベトナム）

・浮魚類の高度利用のための加工技術開発（ブルネイ）

■今後必要とされる研究分野（複数選択）

・ （シンガポール，フィリピン，タイ，マレイ新規加工技術

シア，インドネシア，ベトナム，ブルネイ）

ジュール加熱：シンガポール，イワシのすり身具体例：（

化：フィリピン，真空油ちょう：タイ，浮魚類や養殖魚

（ティラピアなど）の利用：マレイシア，レトルトパウ

チ，真空乾燥：インドネシア，新規加工品・すり身加工

品の開発：ブルネイ）

・ （フィリピン，タイ，マレイシア，インドネ食品の安全性

シア，ブルネイ）

： 基本ガイドライン策定：ブルネイ）具体例 （

・ （マレイシア，フィリピン，インドネ品質管理，品質評価

シア，ブルネイ）

： 官能評価法の向上：フィリピン， など有害な具体例 （ CO
保存料の検出：インドネシア）

・ （タイ，マレイシア，インドネシア，ベ水産食品の機能性

トナム）

（ の機能性：インドネシア）具体例 EPA/DHA
・ （フィリピン，タイ，マレイシア，ブルネイ）食品貯蔵

： ポストハーベストロス：フィリピン）具体例 （

・ （シンガポール，インドネシア，ブルネイ）HACCP

： 水産加工工場：シンガポール，中小企業向けの具体例 （

：インドネシア）HACCP
・ （フィリピン，マレイシア，インドネシア）微生物

（微生物学的分析技術の向上：フィリピン）

・ （ベトナム）バイオテクノロジー

■SEAFDECを通じた日本の協力に期待すること

・ （フィリピン，タイ，マレイシ分析技術習得のための研修

ア，ベトナム）

（ ， ， ，具体例： フィリピン：全菌数 コレラ菌 サルモネラ菌

黄色ブドウ球菌，大腸菌群，嫌気性菌，マレイシア：

を用いた抗生物質分析，シガトキシン分析）LCMS-MS
・ （フィリピン，タイ，シンガポール，マレイ関係機関訪問

シア，インドネシア，ベトナム，ブルネイ）

： フィリピン：すり身加工工場，インドネシア：具体例 （

品質管理・検査機関，ブルネイ：水産企業）

・ （タイ，マレイシア，ブルネイ）共同研究

： マレイシア・ブルネイ：新規加工品開発）具体例 （

７．今後の研究協力への取り組みについて

本稿で述べてきたように， の利用加工部門SEAFDEC
を担当する においても，また 域内の各MFRD SEAFDEC
国においても水産物の利用加工に関する問題を多く抱

え，今後においても日本の継続的な協力を求めているこ

とがご理解いただけたと思う。 年１月には2004
と水産総合研究センターとの間で （連SEAFDEC MOU

memorandum of携推進に関する協定覚え書き，

）が取り交わされ， 人材育成understanding SEAFDEC
プログラムの一環としての当研究所への研修生受け入れ

も実現しつつある。

食品分野においては，国際的に高いレベルでの安全性

が求められていることに対応して， 各国におSEAFDEC
いても抗生物質や農薬などの精度の高い分析技術が必要

となりつつあるが，技術支援の実行においては，専門的

な分析技術を伝えるばかりでなく，養殖生産から流通加

工までの根本的な安全安心思想の指導普及がより重要で

あろう。またこれまでの日本の技術協力の成果により

は発展してきたが，今後は一方的な技術支援でMFRD
はなく，双方にメリットのある連携協力の方向性を探っ

ていく必要があると思われる。

本稿を纏めるに当たりアドバイスを戴いた元

／ 次長柴田宣和氏，ならびにアンケーSEAFDEC MFRD
ト調査の施行にご協力戴いた加工流通部 石田典子主任

研究官に厚く御礼申し上げます。

（加工流通部 品質管理研究室長

現 利用加工部 品質管理研究室長）




